
 
 

 

 

第１部 意匠法第２条第２項に規定する画像を含む意匠の審査運用について 
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意匠法第２条第２項に規定する画像を含む意匠の審査運用について 

 

 

＜関連条文＞（下線部が改正部分です。） 

（定義等） 

第２条 この法律で「意匠」とは、物品（物品の部分を含む。第八条を除き、以下同じ。）

の形状、模様若しくは色彩又はこれらの結合であって、視覚を通じて美感を起こさせるも

のをいう。 

２ 前項において、物品の部分の形状、模様若しくは色彩又はこれらの結合には、物品の

操作（当該物品がその機能を発揮できる状態にするために行われるものに限る。）の用に供

される画像であつて、当該物品又はこれと一体として用いられる物品に表示されるものが

含まれるものとする。

（第３項及び第４項略） 
 
 
意匠法施行規則 

様式第２［備考］ 

８ 物品の部分について意匠登録を受けようとするときは、「【意匠に係る物品】」の欄の上に「【部分

意匠】」の欄を設ける。 

39 （意匠審査基準第１部「願書・図面」第１章「意匠登録出願」11「関連条文」参照） 

40 意匠法第２条第２項の規定により物品の操作（当該物品がその機能を発揮できる状態にするため

に行われるものに限る。）の用に供される画像を含む意匠について意匠登録出願をするときは、

「【意匠に係る物品の説明】」の欄にその画像に係る当該物品の機能及び操作の説明を記載する。 

  

様式第６［備考］ 

8 （意匠審査基準第２部「意匠登録の要件」第１章「工業上利用することができる意匠」21「関連

条文」参照） 

9 （意匠審査基準第２部「意匠登録の要件」第１章「工業上利用することができる意匠」21「関連

条文」参照） 

10 （意匠審査基準第２部「意匠登録の要件」第１章「工業上利用することができる意匠」21「関連

条文」参照） 

11 物品の部分について意匠登録を受けようとする場合は、８から１０まで及び１４に規定される画

像図（意匠法第２条第２項に規定する物品と一体として用いられる物品に表示される画像を表す

図をいう。以下同じ。）において、意匠に係る物品のうち、意匠登録を受けようとする部分を実線

で描き、その他の部分を破線で描く等により意匠登録を受けようとする部分を特定し、かつ、意

匠登録を受けようとする部分を特定する方法を願書の「【意匠の説明】」の欄に記載する。 
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様式第７［備考］ 

４ その他は、様式第６の備考２、３、６、８から１２まで、１４及び１８から２３までと同様とす

る。 

 

様式第８［備考］ 

３ 物品の部分について意匠登録を受けようとする場合は、意匠に係る物品のうち、意匠登録を受け

ようとする部分以外の部分を黒色で塗りつぶす等により意匠登録を受けようとする部分を特定し、

かつ、意匠登録を受けようとする部分を特定する方法を願書の「【意匠の説明】」の欄に記載する。 
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１．改正の趣旨 

（１）従来の制度 

従来、画面デザインは、液晶時計の時刻表示部や携帯電話機の初期メニュー選択画面の

ように物品の成立性に照らして不可欠なものであって、その物品自体の有する機能によ

り表示されているもののみがその意匠の構成要素として扱われ、意匠法で保護されてい

ました。一方、物品の成立性に照らして不可欠なものとはいえない画面デザインや、そ

の機器とは別のディスプレイに表示される画面デザインについては意匠の構成要素とは

認められず保護の対象とされていませんでした。 

 

（２）改正の背景 

近年の情報技術の進展とそれに伴う経済・社会の情報化を背景として、従来、家電機

器や情報機器に用いられてきた操作ボタン等の物理的な部品を画面上の電子的な画像に

置き換え、こうした画面デザインが機器等と一体となって用途や機能を発揮する物品が

一般化しつつあります。また、このような画面デザインは、家電機器等に係る品質や需

要者の選択にとって大きな要素となっており、企業においても画面デザインへの投資の

重要性が増大している状況にあります。 

 

（３）改正の概要 

画面デザインのうち、物品の本来的な機能を発揮できる状態にする際に必要となる操

作に使用される画像について、物品の部分の形状、模様若しくは色彩又はこれらの結合

に含まれるもの、すなわち意匠の構成要素として意匠法の保護対象としました。 

ただし、物品から独立して販売されているビジネスソフトやゲームソフト等をインス

トールすることで表示される画面デザインについては、今回の保護対象となる画像には

含まないものとしました。これは、このような画面デザインを保護すると、どのような

物品にまで権利の効力が及ぶのか予測が困難となり、ひいてはソフトウェアの流通を阻

害するおそれがあることや、インストール可能な物品全体の流通に影響が出るおそれが

あるからです。 
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２．従来の保護対象との違い 

意匠法で保護される画像を含む意匠には、従来から認められている初期メニュー選択画

面等、物品の成立性に照らして不可欠な画像で、物品自体の有する表示機能により表示さ

れている画像（『液晶表示等に関するガイドライン（平成１４年２月）』）があり、それに加

えて意匠法第２条第２項に規定する「物品の操作（当該物品がその機能を発揮できる状態

にするために行われるものに限る。）の用に供される画像であつて、当該物品又はこれと一

体として用いられる物品に表示されるもの」が保護対象に加わりました。 

また、従来と同様に当該画像を含む意匠は、全体意匠、部分意匠のいずれの出願形式で

も出願することが可能です。 

 

（１）従来から保護されていた画像（『液晶表示等に関するガイドライン』による画像） 

「物品の液晶等表示部に表示される図形等」が、以下に示す３要件をすべて満たす場合

には、当該図形等を表示した状態で工業上利用することができる意匠となり得ます。 

 

（要件１）物品の表示部に表示される図形が、その物品の成立性に照らして不可欠のもの

であること 

（要件２）物品の表示部に表示される図形等が、その物品自体の有する機能（表示機能）

により表示されているものであること 

（要件３）物品の表示部に表示される図形等が、変化する場合において、その変化の態様

が特定したものであること 

 

［事例］液晶表示等に関するガイドラインに記載された要件を満たす意匠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   意匠登録第１１４９６１０号        意匠登録第１２０７２８２号 

「腕時計本体」             「携帯用無線電話機」 
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（２）新たに意匠法第２条第２項の規定に基づき保護される画像 

意匠法第２条第２項において、「物品の操作（当該物品がその機能を発揮できる状態に

するために行われるものに限る。）の用に供される画像であつて、当該物品又はこれと

一体として用いられる物品に表示されるもの」と規定される画像は、具体的には以下の

とおりです。 

 

①画像を含む意匠に係る物品が、意匠法の対象とする物品と認められるものであること 

 

②操作の用に供される画像であること 

 

③当該物品がその機能を発揮できる状態にするための画像であること 

 

④当該物品又はこれと一体として用いられる物品に表示される画像であること 

 

［事例］意匠法第２条第２項に規定する画像を含む意匠 

 

（ⅰ）当該物品自体が有する表示部に表示される画像の例 

 

「携帯電話機」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）表示部に表示された画像は通話機能等、物品の機能を発揮できる状態

にするために行われる操作に用いられることが前提となります。 
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（ⅱ）当該物品と一体として用いられる物品に表示される画像の例 

当該物品と一体として用いられる物品とは、例えば、当該物品を「磁気ディス

クレコーダー」とした場合、これを操作するための画像を表示するテレビモニタ

ー等の表示機器を指します。一般的にはテレビモニター等の表示機器が想定され

ますが、必ずしも物品を特定しなければならないものではありません。 

このような、当該物品と一体として用いられる物品に表示される画像を、当該

物品の意匠を構成する一部とし、保護対象としたものです。 

 

「磁気ディスクレコーダー」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当該物品と一体として用いられるテレビモニターに表示される画像の例。録画予約機能等、物品の機能

を発揮できる状態にするために行われる操作に用いられる画像であることが前提となります。 
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３．画像を含む意匠の意匠登録出願における願書・図面の記載 

 

（１） 画像を含む意匠の意匠登録出願における願書の記載 

 

①「部分意匠」の欄（部分意匠の場合のみ） 

画像を含む意匠について、意匠法施行規則様式第２備考８の規定により、部分意匠

の意匠登録出願をする場合には、その旨を明示するために、願書に【部分意匠】の欄

が記載されていなければなりません。ただし、画像を含む意匠について、全体意匠の

意匠登録出願をする場合には、この限りではありません。 

 

②「意匠に係る物品」の欄の記載 

画像を含む意匠を意匠登録出願する場合には、その創作のベースとなる物品が意匠

法の対象とする物品である必要があります。（「○○用画像」や「○○用インターフェ

イス」は意匠に係る物品に該当しません。） 

願書の「意匠に係る物品」の欄には、意匠法第７条の規定により別表第一の下欄に

掲げる物品の区分又はそれと同程度の区分による物品の区分を記載して下さい。 

例えば、ビデオディスクプレーヤーの意匠の創作において、意匠登録を受けようと

する部分である画像が当該物品と一体として用いられるテレビ受像機に表示される

ものであっても、権利の客体となる意匠の意匠に係る物品は、当該画像を含むビデオ

ディスクプレーヤーですので、願書の【意匠に係る物品】の欄には、「ビデオディス

クプレーヤー」と記載します。 

 

③「意匠の説明」の欄の記載（部分意匠の場合のみ） 

画像を含む意匠を部分意匠として意匠登録出願する場合は、意匠法施行規則様式第

6備考11の規定に基づき、意匠登録を受けようとする部分を特定する方法を願書の【意

匠の説明】の欄に記載します。 

 

④「意匠に係る物品の説明」の欄の記載 

（ⅰ）意匠法施行規則様式第２備考３９の規定は、画像を含む意匠の意匠登録出願に

も適用されます。 

したがって、画像を含む意匠に係る物品が、経済産業省令で定める物品の区

分のいずれにも属さない場合には、その物品の使用の目的、使用の状態等物品

の理解を助けることができるような説明を、願書の【意匠に係る物品の説明】

の欄に記載します。 

（ⅱ）当該画像が、その物品のどのような機能を発揮できる状態にするために行われ

る操作に係るものか、又、どのような操作を行うのか説明を記載します。 
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「【意匠に係る物品】磁気ディスクレコーダー」の記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【意匠に係る物品の説明】 

本物品は、ハイビジョン放送が受信可能なテレビ用チューナーを有し、受信

したテレビ番組の録画、再生を行うための磁気ディスクレコーダーである。 

画像図に表された画像は、録画機能を発揮できる状態にするために行われる

操作に用いられる画像であって、番組の予約録画を行う際に表示され、画像中

央に複数配された横長の表示欄に表される番組名をその右側に配された操作ボ

タンによって選択、決定する操作を行うものである。 

（２）画像を含む意匠の図面等の記載 

 

①当該物品自体が有する表示部に表示される画像の場合 

画像を含む意匠に係る物品全体の形態について一組の図面（６面図）が必要であ

り、画像を表す図面のみの提出は認められません。 

また、意匠法第２条第２項に規定する画像は、一組の図面（６面図）に記載しま

すので、表示部に印刷による模様を有する等の特別な場合を除いて【通電状態図】

を記載する必要はありません。 

 

②当該物品と一体として用いられる物品に表示される画像の場合 

その物品と一体として用いられる物品（表示機器等）に表示される画像を表す図

は、【画像図】として記載します。 

画像が当該物品自体に表示されないとしても、意匠に係る物品は当該物品ですの

で、物品全体の形態について一組の図面（６面図）が必要であり、たとえ、画像に

ついて部分意匠として意匠登録を受けようとする出願であっても【画像図】のみの

提出は認められません。 

【画像図】の輪郭は、当該物品と一体として用いられる物品（表示機器等）の表

示部の外周縁としてください。この場合の輪郭線は、特段の記載がない限り通常の

線模様とは扱いません。 

【意匠に係る物品の説明】欄の記載のみでは、操作方法等を十分に表現すること

ができない場合には、【画像図】及び一組の図面（６面図）の他に操作方法を説明

する参考図等を添付してください。 

なお、物品自体に表示部を有する場合であっても、他の表示機器に表示して当該

物品の操作を行う画像であれば【画像図】として表すことができます。 
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以下に、当該物品と一体として用いられる表示機器等に表示される画像を部分意

匠として出願する場合の図面について、適切な記載例、不適切な記載例を「ビデオ

ディスクプレーヤー」を例にして示します。 

 

（ⅰ）適切な図面の記載事例 

 

 

（注）底面図は平面図と、左側面図は右側面図と対称につき省略しました。 

   説明の都合上、願書の記載事項は省略しました。 

意匠登録出願をする際には、図を縦に並べて記載して下さい。 

【右側面図】 

【背面図】 

【正面図】 

【平面図】  
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（ⅱ）不適切な図面の記載事例 

以下の事例は、画像を含む意匠について意匠法施行規則に則して適切に記載した

図面とは認められません。 

 

   [事例１］画像のみを表現した場合 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

意匠に係る物品と一体として用いられる物品（表示機器等）に表示される画像

を含む意匠を部分意匠として意匠登録出願する場合であっても、一組の図面を省

略することはできません。 

（注）説明の都合上、願書の記載事項は省略しました。 

【画像図】 

 

 

 

[事例２］画像の一部のみを表現した場合 

 

 

 

 

 

 

 

    
 

 

（注）説明の都合上、願書の記載事項は省略しました。 

 画像の一部を部分意匠とする場合の適切な記載とは認められません。 

【画像図】の輪郭は表示機器等の表示部の外周縁として下さい。 

なお、一組の図面を省略して【画像図】のみを記載することは認められません。 

 

【画像図】 
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 [事例３］当該物品と一体として用いられる表示機器を一組の図面に表現した場合 

 

 

   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

当該物品と表示機器を記載した図面は２つの物品を含むものであり、一の意匠を

記載した図面とは認められません。（【表示機の正面図】において表示される機器

を表現しているので、ビデオディスクプレーヤーと表示機の２つの物品を表現した

ものとなります。） 
 

［事例４］当該物品と表示機器を接続した状態で一組の図面に表現した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該物品と表示機器を接続した状態で一組の図面とした場合も２つの物品を表

したものと判断されます。 

【正面図】 

（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 

【右側面図】 【正面図】 

（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 
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③参考図 

【意匠に係る物品の説明】の欄等、願書の記載だけでは意匠を十分に表現することが

できないときは、操作部等を説明する参考図を添付します。また、必要に応じて何につ

いて表現した参考図かを【意匠の説明】の欄に記載して下さい。 

 

  [事例] 操作部等を説明する参考図 

（注）当該画像の操作に使用される部

分を引き出し線による説明によって

明確にします。 

その他、必要に応じて説明を加えて下

さい。 

【操作部等を説明する参考図】 

（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④画像が操作によって変化する場合の記載方法 

画像が操作によって変化する場合には、【～操作を行った状態の画像図】、【変化した

状態を示す画像図】等の図の表示によって、変化した状態の形態を表す図を作成しま

す。 

操作によって画像が変化する場合、画像の変化の前後の態様に形態的な関連性が認

められれば一意匠として取り扱います。 

 

  ［事例］形態的な関連性が認められる例 

【変化した状態を示す画像図】 【画像図】 

【意匠の説明】－略－ 

 変化した状態を示す画像図は、選択したアイコンが変化した状態を示すものである。

（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 
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４．願書及び図面の記載に関する具体的な事例 

（１）部分意匠として画像を含む意匠を出願する場合 

 

①当該物品自体が有する表示部に表示される場合 

【書類名】           意匠登録願 

【整理番号】      ０７－Ａ－１－ＡＮ 

【提出日】       平成○○年○月○日 

【あて先】        特許庁長官  殿 

【部分意匠】 

【意匠に係る物品】   携帯電話機 

～ 中略 ～ 

【提出物件の目録】 

   【物件名】    図面       １ 

【意匠に係る物品の説明】 

 正面図中の表示部に表された画像は、通話機能を発揮できる状態にするための画像であって、アドレス

帳から任意のグループを選択する操作を行うものである。画面右寄りの横長長方形部にグループ名が表示

され、それらを選択して操作を行う。 

【意匠の説明】 

正面図中の実線で表された部分が意匠登録を受けようとする部分である。 

 

【書類名】 図面 

   

（注）意匠登録出願をする際には、図を縦に並べて記載して下さい。 

   画像を含む意匠は、画像を最も良く表す図を最初に記載して下さい。 
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②当該物品と一体として用いられる他の表示機器等に表示される場合 
【書類名】           意匠登録願 

【整理番号】      ０７－Ａ－１－ＡＮ 

【提出日】       平成○○年○月○日 

【あて先】        特許庁長官  殿 

【部分意匠】 

【意匠に係る物品】  チューナー付磁気ディスクレコーダー 

～ 中略 ～ 

【提出物件の目録】 

   【物件名】   図面       １ 

【意匠に係る物品の説明】 

 本物品は、ハイビジョン放送を受信可能なチューナーを有し、受信したテレビ番組の録画、再生を行う

ための磁気ディスクレコーダーである。 

画像図に表した画像は、本物品と同時に使用される表示機器に表示される操作用の画像を表すものであ

る。画像図は、録画した番組の再生を行うための機能を発揮できる状態にするための画像であって、画面

中央に番組が表示され、その右方に配された操作ボタンによって選択、決定等の各種操作を行うものであ

る。 

【意匠の説明】 

左側面図は右側面図と対称に表れるため省略した。実線で表された部分が部分意匠として意匠登録を受

けようとする部分である。 

【書類名】 図面 

 

（注）意匠登録出願をする際には、図を縦に並べて記載して下さい。 

   画像を含む意匠は、画像を最も良く表す図を最初に記載して下さい。 
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（２）全体意匠として画像を含む意匠を出願する場合 

①当該物品自体が有する表示部に表示される場合 

【書類名】           意匠登録願 

【整理番号】      ０７－Ａ－１－ＡＮ 

【提出日】       平成○○年○月○日 

【あて先】        特許庁長官  殿 

【意匠に係る物品】  携帯電話機 

～ 中略 ～ 

【提出物件の目録】 

   【物件名】   図面       １ 

【意匠に係る物品の説明】 

 正面図の表示部に表された画像は、通話機能を発揮できる状態にするための画像であって、下部の横長

長方形部分を操作して音量の調整を行うものである。 

【意匠の説明】 

 

 

【書類名】 図面 

 

 

 

（注）意匠登録出願をする際には、図を縦に並べて記載して下さい。 

   画像を含む意匠は、画像を最も良く表す図を最初に記載して下さい。 
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②当該物品と一体として用いられる他の表示機器等に表示される場合 

【書類名】           意匠登録願 

【整理番号】      ０７－Ａ－１－ＡＮ 

【提出日】       平成○○年○月○日 

【あて先】        特許庁長官  殿 

【意匠に係る物品】  チューナー付磁気ディスクレコーダー 

～ 中略 ～ 

【提出物件の目録】 

   【物件名】   図面       １ 

【意匠に係る物品の説明】 

 本物品は、ハイビジョン放送を受信可能なチューナーを有し、受信したテレビ番組の録画、再生を行う

ための磁気ディスクレコーダーである。画像図に表した画像は、番組の予約録画の機能を発揮できる状態

にするために行われる画像であって、画面左寄りの横長長方形部に番組が表示され、その外周縁に配され

た操作ボタンによって選択、決定等の操作を行うものである。 

【意匠の説明】 

左側面図は右側面図と対称につき省略した。 

【書類名】 図面 

 

（注）意匠登録出願をする際には、図を縦に並べて記載して下さい。 

   画像を含む意匠は、画像を最も良く表す図を最初に記載して下さい。 
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４－１ 画像の一部に係る部分意匠の図面の記載について 

意匠法第２条第２項に規定する画像の要件を満たすものであれば、その画像の一部、又

は画像を含む物品の部分を部分意匠として意匠登録を受けようとする部分とする出願も認

められます。  

 

[事例] 画像の一部を構成する操作ボタン部の領域を意匠登録を受けようとする部分と

した記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

【画像図】 

（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 

【意匠の説明】 

実線で表した部分が、部分意匠として意匠登録を受けようとする部分である。一点

鎖線は、部分意匠として意匠登録を受けようとする部分とその他の部分との境界のみ

を示す線である。 

[事例] 画像及びファンクションキー部の領域を意匠登録を受けようとする部分とした

記載例 

 

 

 

 

 

            

  

【正面図】 
【意匠の説明】 

実線で表した部分が、部分意匠として意匠登録を受けようとする部分である。一点

鎖線は、部分意匠として意匠登録を受けようとする部分とその他の部分との境界のみ

を示す線である。 

（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 
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５．画像を含む意匠の登録要件 

画像を含む意匠として意匠登録出願されたものが意匠登録を受けるためには、以下のす

べての要件を満たさなければなりません。 

（１）工業上利用することができる意匠であること 

（２）新規性を有すること 

（３）創作非容易性を有すること 

（４）先願意匠の一部と同一又は類似の後願意匠ではないこと 

 

５－１ 工業上利用することができる意匠 

画像を含む意匠として意匠登録出願されたものが、意匠法第３条第１項柱書に規定する

工業上利用することができる意匠に該当するためには、以下のすべての要件を満たさなけ

ればなりません。 

（１）意匠を構成するものであること 

（２）意匠が具体的なものであること 

（３）工業上利用することができるものであること 

 

５－１－１ 意匠を構成するものであること 

画像を含む意匠として意匠登録出願されたものが、意匠法第２条第１項において定

義されている意匠を構成するためには、全体意匠の場合は、以下の（１）から（４）

の要件を満たしていなければなりません。また、部分意匠である場合は、以下の（１）

から（６）の要件を満たしていなければなりません。 

 

（１）物品と認められるものであること 

（２）物品自体の形態であること 

（３）視覚に訴えるものであること 

（４）視覚を通じて美感を起こさせるものであること 

（５）一定の範囲を占める部分であること 

（６）他の意匠と対比する際に対比の対象となり得る部分であること 

 

画像を含む意匠として意匠登録出願されたものが、意匠法第２条第１項において定

義されている意匠を構成するためには、意匠に含まれる画像が、意匠法第２条第２項

において定義されている画像を構成するものである必要があります。 
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①意匠を構成する画像であること 

意匠に含まれる画像が、意匠法第２条第２項において定義されている画像を構成

するためには以下のすべての要件を満たしていなければなりません。 

 

（ⅰ）操作の用に供される画像であること 

「操作」とは、物品がその機能にしたがって働く状態にするための指示を与え

ることをいいます。 

（ⅱ）当該物品の機能を発揮できる状態にするための画像であること 

既に機能を発揮している状態の画像でないことをいいます。 

 

②意匠法第２条第２項に規定する画像を構成しないもの 

以下の画像は、意匠法第２条第２項に規定する画像に該当せず、意匠法第３条第

１項柱書の規定により登録を受けることができません。 

 

(ⅰ)操作に用いられる画像でないものの例 

（a）装飾表現のみを目的とした画像 

装飾表現のみを目的とした画像は操作に用いられる画像とは認められません。 

 

【意匠を構成するものと認められない事例】 

   表示部の背景を装飾するための画像（いわゆる壁紙） 
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（b）映画等（いわゆるコンテンツ）を表した画像 

物品を使用する者の操作を必要とせず、受動的に提供される画像（いわゆる

コンテンツ）は操作に用いられる画像とは認められません。 

 

【意匠を構成するものと認められない事例】 

  映画の一場面の画像 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)記録媒体に記録された画像 

記録媒体という物品（例えば、コンパクトディスク等）は、その物品に画像

に係る情報を記録することが可能であるものの、記録媒体自体は操作機構を持

たないから、意匠に係る物品を記録媒体とした画像は、操作に用いられる画像

とは認められません。 

 

     【意匠を構成するものと認められない事例】 

    記録媒体に記録された画像 

 

      

 

   

 

 

 

 

 

 

「コンパクトディスク」 
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コンパクトディスクに記録された画像 



（ⅱ） 物品の機能を発揮できる状態にするための画像でないものの例 

 

(a)機能を発揮している状態の画像 

電子計算機の取扱い 

電子計算機は、情報処理（ソフトウェアによって可能となる機能を含む）がそ

の機能と解されます。したがって、ソフトウェアによって表示される画像は、機

能を発揮している状態の画像に該当するため保護対象となりません。 

 

【意匠を構成するものと認められない事例】 

  電子計算機により表示される画像 

 ＯＳにより表示される画像 インターネットを通じて表示される画像 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゲーム機の取扱い 

ゲームの画像は既にゲーム機能を発揮した状態の画像であるため、保護対象と

なりません。ゲーム専用機や、機器にプリインストールされている画像情報に基

づいて表示されるものであっても同様です。ただし、ゲーム機本体の設定用のメ

ニュー選択画像等は物品の機能を発揮できる状態にするための操作に用いられる

画像として保護される場合があります。 

 

【意匠を構成するものと認められない事例】 

            ゲーム機により表示される画像 
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５－１－２ 意匠が具体的なものであること 

第一に、その意匠の属する分野における通常の知識に基づいて、出願当初の願書の

記載及び願書に添付された図面等から意匠登録出願の方法及び対象が画像を含む意

匠の意匠登録出願であることが直接的に導き出されなくてはなりません。 

次に、画像を含む意匠の意匠登録出願に係る意匠が具体的なものと認められるため

には、その意匠の属する分野における通常の知識に基づいて、出願当初の願書の記載

及び願書に添付した図面等から具体的な一の意匠の内容、すなわち、以下の（１）か

ら（４）についての具体的な内容が、直接的に導き出されなければなりません。 

 

（１）画像を含む意匠の意匠に係る物品 

（２）画像の用途及び機能 

（３）部分意匠として意匠登録を受けようとする部分を画像とする場合、画像が物

品に占める位置、大きさ、範囲 

（４）画像を含む意匠の形態 

 

願書の記載又は願書に添付した図面等の記載の正確性についての判断は全体意

匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。 

 

■意匠が具体的なものと認められない場合の例 

願書又は願書に添付した図面等に、以下のような記載不備を有しており、願書

の記載及び願書に添付した図面等を総合的に判断しても、具体的な一の意匠の内

容を直接的に導き出せないときは、意匠が具体的なものとは認められません。 

 

（a）意匠に係る物品又は画像の具体的な用途及び機能が明らかでない場合 

（b）画像全体の形態が表されていない場合 

（c）意匠に係る物品全体の形態が表されていない場合（画像のみしか表されてい

ない場合） 

（d）画像を含む、意匠に係る物品の形態に、願書の「意匠に係る物品」の欄に記

載された物品の区分に属する物品を認識するのに必要な最低限含まれていなけれ

ばならない構成要素が明確に表されていない場合（部分意匠の場合） 

（e）画像が物品の表示部に表示されるものか、当該物品と一体として用いられる

物品の表示部に表示されるものか明らかでない場合 

 

５－１－３ 工業上利用することができるものであること 

画像を含む意匠の意匠に係る物品が、工業上利用することができるものでなければ

なりません。 
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５－２ 画像を含む意匠の新規性 

意匠法第３条第１項各号の規定の適用については、当該画像を含む意匠が公知の意匠の

いずれかの意匠に該当するか否か、又は公知の意匠に類似する意匠に該当するか否かを判

断することにより行います。 

 

５－２－１ 公知意匠と画像を含む意匠の類否判断 

意匠は、物品と形態が一体不可分のものであるから、画像を含む意匠についても、意

匠に係る物品と公知の意匠の意匠に係る物品とが同一又は類似でなければ意匠の類似

は生じません。 

また、画像は、物品の部分の形状、模様、若しくは色彩又はこれらの結合に含まれる

ものであり、画像を含む意匠の類否判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行わ

れます。 
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（１）類似すると認められる例 

 

[事例１]   

 【画像図】 【画像図】 

 

 

 

 

 

 

 

 「デジタルビデオディスクレコーダー」 

（映像編集機能を発揮するための画像） 

「デジタルビデオディスクレコーダー」 

（映像編集機能を発揮するための画像）  

 
（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 

 

 

 

[事例２] 

 
【正面図】 

 
【正面図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「携帯用ビデオプレーヤー」 

（映像を選択するための画像） 

「携帯用ビデオプレーヤー」 

（映像を選択するための画像）  

 

 （注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。
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     [事例３] 

  
【正面図】 【画像図】 

    

          

     

 

 

 

 
【正面図】 

 

 

 

 

 

る

経路選択を行うための画像） 

うための画像） 

 

 

 
す

範

れ

ない 

 
部

価
 

 

 

 （注）説明の都合

 

意匠法第２条第２項に規定する画像を部

当該物品の表示部に表示される画像に係る

て用いられる物品に表示される画像に係る

ます。 
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※意匠登録を受けようとする

分の位置・大きさ・範囲の評
※意匠登録を受けようと

る部分の位置・大きさ・

囲に特段の特徴が認めら
「車載用経路誘導機」 

（当該物品と一体として用いられ

る物品に表示される経路選択を行
「車載用経路誘導機」 

（物品自体の表示部に表示され
をしない 

上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。

分意匠として出願した場合において、

意匠登録出願と当該物品と一体とし

意匠登録出願は類似することがあり



[事例４] 

 
  

  

  

     

 

            

（各種設定の選択を行うための画像） 

「デジタルビデオディスクレコーダー」

（各種設定の選択を行うための画像） 

※静止画像 ※操作によって変化する画像 

中央の長円形部の周囲を矩形のタイトル表示部

が時計回りに回転する変化をする画像 

なお、静

の変化の態
（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は

止画像と操作によって変化する画像との

様も含めて総合的に観察して行います。 

- 27 - 
【画像図】
【画像図】
「デジタルビデオディスクレコーダー」
省略しました。 

類否判断は、変化する画像



５－３ 画像を含む意匠の創作非容易性 

判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。 

 

容易に創作することができる意匠と認められるものの例 

（１） 置換の意匠 

 

[事例] 

その意匠の属する分野において、画像の一部を他の画像の一部に置き換えるこ

とは、当業者にとってありふれた手法です。 

 

【画像図】 

【画像図】 

【画像図】 
（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 
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（２）寄せ集めの意匠 

 

 [事例] 

その意匠の属する分野において、複数の画像の一部を寄せ集めて一つの画像を

構成することは、当業者にとってありふれた手法です。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【正面図】
（注）説明の都合上、
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【正面図】
【正面図】
願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 



（３）配置の変更による意匠 

 

[事例] 

その意匠の属する分野において、画像の一部の配置を変更することは、当業者に

とってありふれた手法です。 

 

 

【画像図】 

【画像図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 
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（４）構成比率の変更又は連続する単位の数の増減による意匠 

 

[事例] 

その意匠の属する分野において、繰り返し連続する構成要素の単位を適宜増減さ

せることは、当業者にとってありふれた手法です。 

 

【正面図】 【正面図】 
（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 
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（５）公然知られた形状、模様若しくは色彩又はこれらの結合をほとんどそのまま 

表したにすぎない意匠 

 

[事例１] 

その意匠の属する分野において、画像の一部に公然知られた模様をほとんどそ

のまま表すことは、当業者にとってありふれた手法です。 

 
 匠 

 

 

ほ
と
ん
ど
そ
の
ま
ま
表
し
た

に
過
ぎ
な
い 

ありふれた構成配置の

画像の例 
（注）説明の都合上、願書の
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【正面図】
公然知られた模様
記載事項及
出願の意
びその他の図は省略しました。 



 

[事例２] 

その意匠の属する分野において、出願の意匠に公然知られた画像をほとんどその

まま表すことは、当業者にとってありふれた手法です。 

 

 

 
像 匠 

【正面図】
【画像図】 

ほ
と
ん
ど
そ
の
ま
ま

表
し
た
に
過
ぎ
な
い 「携帯用ビデオプレーヤー」 

（各種設定の選択を行うための画像）
「ゲーム機」 

（機器自体の各種設定の

選択を行うための画像）
（注）説明の都合上、願書の記
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出願の意
公然知られた画
載事項及びその他の図は省略しました。 



（６）フレームの分割態様を変更したにすぎない意匠 

その意匠の属する分野において、画像のフレームの分割態様を変更することは、

当業者にとってありふれた手法です。 

     

[事例] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （参考） 

ありふれたフレームの分割態

   

 

 

 

 

 

 

 

 

【画像図】
（注）

様の

- 3
【画像図】
説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 

例 

4 - 



５－４ 画像を含む先願意匠の一部と同一又は類似の画像を含む後願意匠 

判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。 

 

（１）意匠法第３条の２が適用される事例 

 

    [事例１]   

      

      

匠 匠 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      [事例２] 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 

匠 匠 

 

 

（注）説明の都合上、願書の記載
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【画像図】
【正面図】
事

【正面図】
   
【正面図】
 【正面図】
項及び
出願の意
出願の意
  先願に係る意匠として開示された意
先願に係る意匠として開示された意
その他の図は省略しました。



６．画像を含む意匠の意匠登録出願に関する一意匠一出願 

画像を含む意匠の意匠登録出願についても、意匠法第７条に規定する要件を満たさな

ければなりません。 

判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。 

 

６－１ 意匠法第７条に規定する要件を満たさないものの例 

 

（１）物品の区分によらない願書の【意匠に係る物品】の欄の記載の例 

画像を含む意匠の意匠登録出願において、願書の【意匠に係る物品】の欄に、物品の

区分の後に「の画像」、「の画面」等の語を付したもの（例えば、ビデオディスクレコー

ダーの画像）の記載があるときは、別表第一に記載された物品の区分又はそれと同程度

の区分による物品の区分とは認められません。 

 

（２）意匠ごとに出願されていないものの例 

一つの部分意匠の意匠に係る物品の中に、二以上の異なる画像や物理的に分離した二

以上の「意匠登録を受けようとする部分」が含まれているものは、意匠ごとにした意匠

登録出願と認められません。 

 

      [事例] 
 

【画像図】 
 
 
 

 

 

 

 

 
【意匠の説明】 
実線で表した部分が意匠登録を受けようとする部分である。 

 

 

 

 

 

 

（３）物

も

 

（注）説明の都合上、その他の願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 

理的に分離した二以上の「意匠登録を受けようとする部分」が含まれている 

のの取扱い 
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以下のいずれかに該当する場合は、物理的に分離した二以上の「意匠登録を受

けようとする部分」が含まれているものであっても、一意匠と取り扱います。 

 

①形態的な一体性が認められる場合 

物理的に分離した二以上の「意匠登録を受けようとする部分」であっても、対

称となる形態、一組となる形態等、関連性をもって創作されるものは、形態的な

一体性が認められます。 

[事例] 

 
 

 

 

 
【意匠の説明】 
実線で表した部分が意匠登録を受けようとする

部分である。 

 

 

 

 
（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 

 

 

②機能的な一体性が認められる場合 

 物理的に分離した二以上の「意匠登録を受けようとする部分」であっても、

全体として一つの機能を果たすことから一体的に創作される関係にあるものは、

機能的な一体性が認められます。 

[事例] 

 

 

 

 

 

 

 【意匠の説明】 
実線で表した部分が意匠登録を受けようとする

部分である。 

 

 

 

【正面図】 
【正面図】
（注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 
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   （４）操作によって変化する画像の取扱い 

①変化の態様に形態的な一体性が認められる場合 

画像が操作によって操作によって変化する場合において、変化の前後の態様に

形態的な関連性が認められれば一意匠として取り扱います。 

 

[事例] 変化の態様に形態的な関連性が認められる例 

 【正面図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）説明の都合上、願書の記載事項及びその他の図は省略しました。 

 

 ②変化の態様に形態的な一体性が認められない場合 

             

[事例] 変化の態様に形態的な関連性が認められない例 

 【正面図】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          
（注
）説明の都合上、願書の記載事項及び
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【変化した状態を示す正面図】
【変化した状態を示す正面図】 
その他の図は省略しました。 



７．その他、従来の審査基準に準じて運用される規定 

 
（１）画像を含む意匠の意匠登録出願に関する新規性の喪失の例外 

意匠法第４条第１項又は第２項の規定の適用を受けるための要件等その他の判

断は、全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。 

 

（２）画像を含む意匠の意匠登録出願に関する意匠法第５条の規定 

判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。 

 

（３）画像を含む組物の意匠 

画像を含む組物の意匠は、全体意匠として出願された場合のみ保護対象となり

ます。 

判断は全体意匠の審査基準に準じて行われます。 

 

（４）画像を含む意匠の意匠登録出願に関する意匠法第９条及び第１０条の規定 

判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。 

 

（５）画像を含む意匠の意匠登録出願に関する要旨の変更 

判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。 

 

（６）画像を含む意匠に関する分割 

判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。  

 

（７）特許出願又は実用新案登録出願から意匠法第２条第２項に規定する画像を含む意

匠登録出願への出願の変更 

判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。  

 

（８）パリ条約による優先権等の主張を伴う意匠法第２条第２項に規定する画像を含む

意匠の意匠登録出願 

判断は全体意匠、部分意匠の審査基準に準じて行われます。 
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第２部 改正意匠法第３条の２の審査運用について 
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改正意匠法第３条の２の審査運用について 

 
＜関連条文＞（下線部が改正部分です。） 
 

（意匠登録の要件） 
第三条の二 意匠登録出願に係る意匠が、当該意匠登録出願の日前の他の意匠登録出願で

あつて当該意匠登録出願後に第二十条第三項又は第六十六条第三項の規定により意匠公報

に掲載されたもの（以下この条において「先の意匠登録出願」という。） の願書の記載及
び願書に添付した図面、写真、ひな形又は見本に現された意匠の一部と同一又は類似であ

るときは、その意匠については、前条第一項の規定にかかわらず、意匠登録を受けること

ができない。ただし、当該意匠登録出願の出願人と先の意匠登録出願の出願人とが同一の

者であつて、第二十条第三項の規定により先の意匠登録出願が掲載された意匠公報（同条

第四項の規定により同条第三項第四号に掲げる事項が掲載されたものを除く。）の発行の日

前に当該意匠登録出願があつたときは、この限りでない。

 

 

 

 

１．改正の趣旨 

 

（１）従来の規定 

意匠法第３条の２の規定は、先願の意匠の一部がほとんどそのまま後願の意匠として

意匠登録出願されたときのように、後願の意匠が何ら新しい意匠の創作と認められない

場合に意匠登録を受けることができない旨規定したものです。 

 

（２）改正の背景 

デザインの開発においては、先に製品全体のデザインが完成し、その後に個々の構成

部品や部分的造形についての詳細が決定されるという実態があります。また、市場にお

いて成功した商品については、独自性の高い創作部分が模倣の対象となりやすいこと等

から、最初の意匠の出願に遅れて、先の意匠の一部を部品や部分意匠として出願し、自

己の製品デザインの保護を強化したいというニーズがあります。 
しかし、従来は、先願意匠の一部と同一又は類似の後願の意匠は出願人の異同にかか

わらず、新しい意匠の創作と認めることはできないとして、意匠法第３条の２の規定に

基づいて拒絶されていたため、開発実態に沿ったものとなっておらず、自己の製品デザ

インに係る部品や部分意匠が十分に保護されていないとの指摘がありました。 
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（３）改正の概要 

意匠法第３条の２の条文に、ただし書を加え、先願の出願人と同一の出願人による意

匠登録出願が、先願の意匠登録に係る意匠公報の発行の日前までに出願された場合には、

この規定による拒絶の理由にはあたらないとしました。 

 

２．改正法の審査運用について 

 

（１）意匠法第３条の２ただし書の規定の適用の判断 

意匠法第３条の２本文の規定に該当する出願であっても、以下の要件をいずれも満た

す場合は、同条ただし書の規定により、拒絶の理由には該当しません。 

①意匠登録出願の出願人と先の意匠登録出願の出願人とが同一の者であること 

 出願人の同一については、出願時ではなく、査定の謄本又は拒絶の理由の通知書

の送達時において意匠登録出願の出願人と先の意匠登録出願の出願人とが同一の者

であることを要します。（先の意匠登録出願の意匠登録を受ける権利を後願の意匠登

録出願人に移転した場合、又は、後願の意匠登録を受ける権利を先の意匠登録出願

の設定登録時の出願人に移転した場合には出願人が同一となりますが、先の意匠登

録出願の設定登録後に意匠権を後願の出願人に譲渡した場合は、出願人同士の比較

において同一の者とはなりません。） 

なお、共同出願に係る場合における「同一の者」は、全ての出願人が一致するこ

とをいいます。 

②先の意匠登録出願の意匠登録に係る意匠公報発行の日前の意匠登録出願であるこ

と 

先の意匠登録出願の意匠登録に係る意匠公報には、秘密にすることを請求した意

匠に係る意匠公報のうち、願書の記載及び願書に添付した図面等の内容が掲載され

たもの（２回目の意匠公報）を除くと規定されています。したがって、先の意匠登

録出願が秘密にすることを請求した意匠である場合、願書の記載及び願書に添付し

た図面等の内容が掲載されていない１回目の意匠公報発行の日前までの意匠登録出

願であることが要件となります。 
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【先願意匠の一部と同一又は類似の後願意匠の出願可能期間】 

通常意匠

秘密意匠

同人による出願
であれば登録が
認められる期間

公報発行

図面等掲載

秘密期間

設定登録

公 知

公 知

通常意匠

秘密意匠

同人による出願
であれば登録が
認められる期間

公報発行

図面等掲載

秘密期間

設定登録

公 知

公 知

 

 

（２）意匠法第３条の２の規定の適用に関する時期的要件 

意匠法第３条の２の規定は、先の意匠登録出願の出願日後から、その意匠登録出願に係

る意匠公報（登録意匠公報、同日競願に係る協議不成立又は不能の場合の拒絶確定出願を

公示する公報）の発行日（同日を含む。）までに出願された意匠登録出願（ただし書の規

定を適用するものを除く。）に適用します。 

先の意匠登録出願の願書の記載及び願書に添付した図面等の内容が掲載された意匠公

報発行後は、意匠法第３条の２の規定を適用せず、意匠法第３条第１項第２号又は第３号

の規定を適用します。 

 なお、先の意匠登録出願が秘密にすることを請求した意匠である場合、１回目の意匠公

報発行の日以後、当該秘密期間に出願された後日出願は同一出願人による場合であっても、

本条の規定を適用します。 

 

３．経過措置 

 
（１）改正法施行前の意匠登録出願に係る意匠の一部と同一又は類似の意匠につい

てされた改正法施行後の意匠登録出願に対する改正法の適用 

先の意匠登録出願が改正法施行前のものであっても、改正法施行後の出願につい

ては、意匠法第３条の２ただし書の規定が適用されますから、拒絶されることはあ

りません。 

 

（２）意匠登録出願の分割、出願の変更及び補正後の意匠についての新出願に係る

出願に対する改正法の適用 

意匠登録出願の分割、出願の変更及び補正後の意匠についての新出願に係る出願
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に対しては、意匠法第 10 条の 2第 2項（同法第 13 条第 5項で準用する場合を含む。）

又は同法第 17 条の 3第 1 項の規定に基づき、遡及が認められたもとの出願の出願日

あるいは手続補正書の提出日が改正法施行後である場合に、改正法が適用されます。 

 

（３）パリ条約による優先権等の主張を伴う意匠登録出願に対する改正法の適用 

パリ条約による優先権等の主張を伴う意匠登録出願に対しては、パリ条約第 4条

Ｂの規定に基づき、日本国への出願日が改正法施行後である場合に、改正法が適用

されます。 

 
 

 

 

 

意匠法等の一部を改正する法律附則 

（意匠法の改正に伴う経過措置） 

第二条 第一条の規定による改正後の意匠法（以下「新意匠法」という。）第二条第二項、

第三条の二、第十条、第十四条、第十七条、第二十一条、第四十二条及び第四十八条の規

定は、この法律の施行後にする意匠登録出願について適用し、この法律の施行前にした意

匠登録出願については、なお従前の例による。 
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第３部 改正意匠法第１０条（関連意匠）の審査運用について 
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改正意匠法第１０条（関連意匠）の審査運用について 

  

＜関連条文＞（下線部が改正部分です。） 

（関連意匠）  

第十条 意匠登録出願人は、自己の意匠登録出願に係る意匠又は自己の登録意匠のうちか

ら選択した一の意匠（以下「本意匠」という。）に類似する意匠（以下「関連意匠」とい

う。）については、当該関連意匠の意匠登録出願の日（第十五条において準用する特許法

（昭和三十四年法律第百二十一号）第四十三条第一項又は第四十三条の二第一項若しくは

第二項の規定による優先権の主張を伴う意匠登録出願にあつては、最初の出願若しくは千

九百年十二月十四日にブラッセルで、千九百十一年六月二日にワシントンで、千九百二十

五年十一月六日にヘーグで、千九百三十四年六月二日にロンドンで、千九百五十八年十月

三十一日にリスボンで及び千九百六十七年七月十四日にストックホルムで改正された工

業所有権の保護に関する千八百八十三年三月二十日のパリ条約第四条Ｃ(4) の規定によ

り最初の出願とみなされた出願又は同条Ａ(2) の規定により最初の出願と認められた出

願の日。以下この項において同じ。）がその本意匠の意匠登録出願の日以後であつて、第

二十条第三項の規定によりその本意匠の意匠登録出願が掲載された意匠公報（同条第四項

の規定により同条第三項第四号に掲げる事項が掲載されたものを除く。）の発行の日前で

ある場合に限り、第九条第一項又は第二項の規定にかかわらず、意匠登録を受けることが

できる。 

２  本意匠の意匠権について専用実施権が設定されているときは、その本意匠に係る関連

意匠については、前項の規定にかかわらず、意匠登録を受けることができない。 

３  第一項の規定により意匠登録を受ける関連意匠にのみ類似する意匠については、意匠

登録を受けることができない。 

４  本意匠に係る二以上の関連意匠の意匠登録出願があつたときは、これらの関連意匠に

ついては、第九条第一項又は第二項の規定は、適用しない。 

（存続期間） 

第二十一条 意匠権（関連意匠の意匠権を除く。）の存続期間は、設定の登録の日から二

十年をもつて終了する。 

２ 関連意匠の意匠権の存続期間は、その本意匠の意匠権の設定の登録の日から二十年を

もつて終了する。 

（関連意匠の意匠権の移転） 

第二十二条 本意匠及びその関連意匠の意匠権は、分離して移転することができない。 

２ 本意匠の意匠権が第四十四条第四項の規定により消滅したとき、無効にすべき旨の審

決が確定したとき、又は放棄されたときは、当該本意匠に係る関連意匠の意匠権は、分離

して移転することができない。 
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（専用実施権） 

第二十七条 意匠権者は、その意匠権について専用実施権を設定することができる。ただ

し、本意匠又は関連意匠の意匠権についての専用実施権は、本意匠及びすべての関連意匠

の意匠権について、同一の者に対して同時に設定する場合に限り、設定することができる。 

２ 専用実施権者は、設定行為で定めた範囲内において、業としてその登録意匠又はこれ

に類似する意匠の実施をする権利を専有する。 

３ 本意匠の意匠権が第四十四条第四項の規定により消滅したとき、無効にすべき旨の審

決が確定したとき、又は放棄されたときは、当該本意匠に係る関連意匠の意匠権について

の専用実施権は、すべての関連意匠の意匠権について同一の者に対して同時に設定する場

合に限り、設定することができる。 

４ 特許法第七十七条第三項から第五項まで（移転等）、第九十七条第二項（放棄）並び

に第九十八条第一項第二号及び第二項（登録の効果）の規定は、専用実施権に準用する。 

 

 

１．改正の趣旨 

 

（１）従来の規定 

意匠法第９条（先願）では、重複した権利を排除する趣旨から一の創作について二以

上の権利を認めるべきではないとしていますが、同時期に創作されたバリエーションの

意匠については、同日に同一出願人から出願された場合に限り、同等の価値を有するも

のとして、例外的に関連意匠としてこれを保護し、各々の意匠について権利行使するこ

とが可能となっていました。 

 

（２）改正の背景 

全てのデザイン・バリエーションを同時期に創作する場合に限らず、市場投入後に需

要動向を見ながらデザイン・バリエーションを追加的に開発する等、多様化するデザイ

ン戦略にあって、同日出願の場合のみ関連意匠登録を認める従来の制度は、市場投入が

予測されるデザイン・バリエーションの全てについての図面等を出願時に準備しなけれ

ばならず、当初の実施商品に係る意匠から先行して出願するなどの柔軟な出願方法に対

応できないといった指摘がありました。 

 

（３）改正の概要 

同日出願のみ認められていた関連意匠について、本意匠の公報発行の日前までの間に

出願された場合は関連意匠の登録を認めるよう時期的制限を緩和しました。 

また、専用実施権の設定は、本意匠及びすべての関連意匠の意匠権について、同一の者

に対して同時に設定しなければならない（意匠法第２７条第１項ただし書）という規定

- 49 - 



に対して、関連意匠の後日出願を認めることに伴い、専用実施権設定後に追加的に関連

意匠の出願がなされる可能性が高まるため、既に専用実施権を設定した本意匠について

の関連意匠は登録できない旨等を規定しました。 

 

２．改正法の審査運用について 

 

（１） 関連意匠として意匠登録を受けることができる意匠 

意匠登録出願に係る意匠が、意匠法第１０条第１項の規定により、関連意匠として意

匠登録を受けることができるためには、以下のすべての要件を満たす必要があります。 

 

①本意匠と同一の意匠登録出願人による意匠登録出願であること 

 設定登録時において、意匠登録出願人が、本意匠の意匠登録出願人又は本意匠が設

定登録されている場合には本意匠の意匠権者と同一の者でなければなりません。 

②本意匠に類似する意匠に係る意匠登録出願であること 

③本意匠の意匠登録出願の日以後であって、本意匠に係る意匠公報の発行の日前に出

願された意匠登録出願であること 

本意匠に係る意匠公報には、秘密にすることを請求した意匠に係る意匠公報のうち、 

願書の記載及び願書に添付した図面等の内容が掲載されたもの（２回目の意匠公報） 

を除くと規定されています。したがって、本意匠が秘密にすることを請求した意匠で 

ある場合、願書の記載及び願書に添付した図面等の内容が掲載されていない１回目の 

意匠公報発行の日前までの関連意匠の意匠登録出願であることが要件となります。 

 

（参考）公報の発行日に関しては特許庁ホームページの公報発行予定表（特許庁の取り組み＞■公報に関し

て＞公報発行予定表＞○意匠、商標、審決、特許庁公報関係＞Ｅ．意匠公報（インターネット）及び意匠公

報情報（ＣＤ）発行予定表又は、http://www.jpo.go.jp/torikumi/kouhou/kouhou2/hakko.htm）に掲載され

ていますので、登録番号確定後に確認することができます。なお、この予定表は日時を確約するものではな

い旨ご了承下さい。 

 

【関連意匠の出願可能時期】 

 

         設定登録   公報発行   公  知 

  通常意匠 

                          図面等掲載 

  秘密意匠  

                   秘密期間      公  知 

関連意匠出願可能期間 
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（２）同人による後日の類似する意匠登録出願の取扱い 

関連意匠は、本意匠の意匠登録出願の出願日以後から、その意匠登録出願に係る意匠

公報発行日前までの間に出願された場合に認められます。 

公報発行と同日の場合、意匠法第９条第１項の規定を適用し、公報発行後、願書の記

載及び願書に添付した図面等の内容が公知となった後は、意匠法第３条第１項第２号又

は第３号の規定を適用します。 

 なお、本意匠が秘密にすることを請求した意匠である場合、１回目の意匠公報発行後、

当該秘密期間に出願された後日出願は同一出願人による場合であっても、意匠法第９条

第１項の規定を適用します。 

 

 

（３）パリ条約による優先権等の主張を伴う意匠登録出願の意匠法第１０条第１項の規

定の判断の基準日 

パリ条約による優先権等の主張を伴う意匠登録出願について、関連意匠の出願日が本

意匠の出願日以後であって、本意匠に係る意匠公報の発行の日前に出願された意匠登録

出願であると認められるのは、関連意匠の第一国出願日が本意匠の第一国出願日以後、

我が国での公報発行の日前までとなります。 

 

（４）本意匠の意匠権について専用実施権が設定されている場合の取扱い 

専用実施権が設定されている意匠権に係る意匠を本意匠とする関連意匠については、

意匠法第１０条第２項の規定により、意匠登録を受けることができません。 

本意匠及びその関連意匠の意匠権についての専用実施権は、意匠法第２７条第１項の

規定により、全ての意匠について同一の者に対して同時に設定しなければなりません。 

 

（５）関連意匠にのみ類似する意匠の取扱い 

意匠登録を受ける自己の関連意匠にのみ類似する意匠については、意匠法第１０条第

３項の規定により、意匠登録を受けることができません。 

関連意匠にのみ類似する意匠とは、意匠登録を受ける自己の関連意匠に類似する意匠

であって、その関連意匠に係る本意匠に類似しないものをいいます。 

 

（６）本意匠に係る二以上の関連意匠同士が類似する場合の取扱い 

関連意匠の意匠権同士は、本意匠と共に存続期間や移転及び専用実施権の設定につい

て制限を受け、重複部分に関する調整を受けるものであることから、意匠法第１０条第

４項の規定により、一の本意匠に係る関連意匠同士が類似することをもって、意匠法第

９条第１項及び第２項の規定は適用しません。 

本意匠が消滅した場合に存続する関連意匠同士についても同様とします。 
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（７）関連意匠の出願前に本意匠が実施物として公開されている場合の取扱い 

本意匠の意匠登録出願の日以後であって、本意匠に係る意匠公報の発行の日前に出願

された意匠登録出願について、本意匠の実施物等、その出願前に同一又は類似する公知

の意匠が存在する場合には、意匠法第３条第１項第３号の規定を適用し、新規性のない

ものとして拒絶します。ただし、公知の意匠が、本意匠の公開、実施等、自己の行為に

起因するものであった場合には、新規性の喪失の例外の適用規定を受けることができま

す。 

なお、新規性の喪失の例外規定の適用が受けられる期間は、発表等した日から６月以

内です（意匠法第４条第２項）。また、出願時等に所定の手続が必要です（意匠法第４

条第３項）。 

 

３．経過措置 

（１）改正法施行前の意匠登録出願に係る意匠を本意匠とする、改正法施行後の関連意

匠の意匠登録出願に対する改正法の適用 

改正法施行前の意匠登録出願に係る意匠を本意匠とする、改正法施行後に出願された

関連意匠の意匠登録出願に対しては、改正法附則第 2 条の規定に基づき改正法第 10 条

第 1項が適用され、関連意匠の意匠登録を受けることができます。この場合における関

連意匠の権利の存続期間は、同法第 21 条第 2 項の規定に基づき、本意匠の登録の日か

ら２０年となります。ただし、当該本意匠の意匠権の存続期間は、旧意匠法第 21 条第 1

項の規定に基づき、本意匠の登録の日から 15 年となり、本意匠が意匠権の放棄、登録

料の不納付、無効審決の確定を理由とするのではなく、存続期間の終了を理由として消

滅するものとなります。この場合についても、意匠法等の一部を改正する法律の施行に

伴う経過措置を定める政令第 1条又は第 2条の規定に基づき、意匠権の移転、専用実施

権の設定は制限されることになります。 

 

（２）意匠登録出願の分割、出願の変更及び補正後の意匠についての新出願に係る出願

に対する改正法の適用 

意匠登録出願の分割、出願の変更及び補正後の意匠についての新出願に係る出願に対

しては、意匠法第 10 条の 2 第 2 項（同法第 13 条第 5 項で準用する場合を含む。）又は

同法第 17 条の 3 第 1 項の規定に基づき、遡及が認められたもとの出願の出願日あるい

は手続補正書の提出日が改正法施行後である場合に、改正法が適用されます。 

 

（３）パリ条約による優先権等の主張を伴う意匠登録出願に対する改正法の適用 

パリ条約による優先権等の主張を伴う意匠登録出願に対しては、パリ条約第 4条Ｂの

規定に基づき、日本国への出願日が改正法施行後である場合に、改正法が適用されます。 
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意匠法等の一部を改正する法律附則 

（意匠法の改正に伴う経過措置） 

第二条 第一条の規定による改正後の意匠法（以下「新意匠法」という。）第二条第二項、

第三条の二、第十条、第十四条、第十七条、第二十一条、第四十二条及び第四十八条の規

定は、この法律の施行後にする意匠登録出願について適用し、この法律の施行前にした意

匠登録出願については、なお従前の例による。 

 

（政令への委任） 

第十四条 附則第二条から第十一条まで及び前条に定めるもののほか、この法律の施行に

関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

意匠法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置を定める政令（平成十八年十月二十

七日政令第三百四十一号） 

（関連意匠の意匠権に関する経過措置）  

第一条  意匠法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）第一条の規定による

改正後の意匠法（昭和三十四年法律第百二十五号。以下「新意匠法」という。）第十条第一

項に規定する関連意匠に係る本意匠（同項に規定する本意匠をいう。以下同じ。）の意匠登

録出願の日が改正法の施行の日前である場合には、当該関連意匠の意匠権の移転に対する

意匠法第二十二条第二項の規定の適用については、同項中「又は放棄されたとき」とある

のは、「放棄されたとき、又は意匠法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第五十五号）

附則第二条第一項の規定によりその例によるものとされた改正前の第二十一条第一項の規

定により存続期間が終了したとき」とする。 

 

第二条  新意匠法第十条第一項に規定する関連意匠に係る本意匠の意匠登録出願の日が

改正法の施行の日前である場合には、当該関連意匠の意匠権についての専用実施権に対す

る意匠法第二十七条第三項の規定の適用については、同項中「又は放棄されたとき」とあ

るのは、「放棄されたとき、又は意匠法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第五十五

号）附則第二条第一項の規定によりその例によるものとされた改正前の第二十一条第一項

の規定により存続期間が終了したとき」とする。 
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４．意匠法第９条（先願）の取扱い 

意匠法第１０条（関連意匠）の改正に伴い、意匠法第９条（先願）の審査上の取扱いに

「同人による類似の意匠について異なった日にされた意匠登録出願」が加わります。 

 

＜関連条文＞ 

（先願） 
第九条 同一又は類似の意匠について異なつた日に二以上の意匠登録出願があつたとき

は、最先の意匠登録出願人のみがその意匠について意匠登録を受けることができる。 
２ 同一又は類似の意匠について同日に二以上の意匠登録出願があつたときは、意匠登録

出願人の協議により定めた一の意匠登録出願人のみがその意匠について意匠登録を受ける

ことができる。協議が成立せず、又は協議をすることができないときは、いずれも、その

意匠について意匠登録を受けることができない。 
３ 意匠登録出願が放棄され、取り下げられ、若しくは却下されたとき、又は意匠登録出

願について拒絶をすべき旨の査定若しくは審決が確定したときは、その意匠登録出願は、

前二項の規定の適用については、初めからなかつたものとみなす。ただし、その意匠登録

出願について前項後段の規定に該当することにより拒絶をすべき旨の査定又は審決が確定

したときは、この限りでない。 
４ 意匠の創作をした者でない者であつて意匠登録を受ける権利を承継しないものがした

意匠登録出願は、第一項又は第二項の規定の適用については、意匠登録出願でないものと

みなす。 
５ 特許庁長官は、第二項の場合は、相当の期間を指定して、同項の協議をしてその結果

を届け出るべき旨を意匠登録出願人に命じなければならない。 
６ 特許庁長官は、前項の規定により指定した期間内に同項の規定による届出がないとき

は、第二項の協議が成立しなかつたものとみなすことができる。 
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５．同人による類似の意匠について異なった日にされた意匠登録出願の取扱い 

 

同人による類似の意匠について異なった日に二以上の意匠登録出願があった場合は、

拒絶の理由のない最先の意匠登録出願に係る意匠を登録します。（後の類似する出願に

は、先の出願の査定等の確定を待って何らかの通知を行う旨の通知書（待ち通知）を送

付しますが、類似する先願の出願番号は記載しません）後の意匠登録出願に係る意匠に

ついては、その出願が最先の意匠登録出願に係る意匠公報（秘密にすることを請求した

意匠登録出願については、１回目に発行される意匠公報。）の発行の日前までに出願さ

れており、最先の意匠登録出願に係る意匠を本意匠とする関連意匠の出願である場合に

は登録します。 

以下、後願は最先の先願の意匠公報発行の日前までに出願されていること並びに意匠

法第９条第１項及び第２項以外の拒絶理由がないことを前提に、代表的な取扱いを記載

します。 

 

 

【凡例】 以下の説明において、各図は下記の意味を表すものとして使用します。 

 

 

：通常の意匠登録出願 

（関連意匠以外の意匠登録出願） 

 

 

                 関    ：関連意匠の意匠登録出願 

 

 

：類似する関係 

 

 

：類似しない関係 

 

 

              本   関  ：本意匠―関連意匠 

 

 

：登録できない 
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（１）後の意匠登録出願に係る意匠が先の意匠登録出願に係る一の登録意匠と類似してい

る場合 

① 後願が関連意匠として出願されていない場合 

後願に対して先願を意匠法第９条第１項の拒絶理由として通知した後、関連意匠

に補正された場合は登録します。 

 

      

 
 

 
 

 

 
・先願Ａの登録査定が確定した場合には、後願Ｂ

は意９条１項規定に該当します。 
 
 
 
 
 
 
・後願Ｂについて、意匠Ａを本意匠とする関連意

匠の出願に補正された場合には、後願Ｂは意１０

条１項の規定に該当し、登録されます。 
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② 後願が先願である関連意匠にのみ類似する通常出願に係る意匠の場合 

後願は先願を理由に意匠法第９条第１項の規定で登録を受けることはできませ

ん。 

なお、関連意匠である先願を本意匠とすることはできません。 

 

  

本

Ｃ（後願）

関

Ａ（先々願）

Ｂ（先願）

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先願Ｂの登録査定が確定した場合には、後願Ｃ

は先願Ｂと類似するため意９条１項の規定に該当

し、意匠登録を受けることができません。この場

合、後願Ｃについて、意匠Ｂを本意匠とする関連

意匠に補正しても、意１０条１項の規定による救

済を受けることができないため、意匠登録を受け

ることができません。 
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③先願が同日の出願で相互に類似している場合 

同日出願である先願の協議結果によって、後願は登録を受けられない場合があり

ます。 

 

 
 

① 

 

 

 

 

② 

 
 

 

・先願Ａと先願Ｂの間で協議が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

①協議の結果、先願Ｂが先願Ａを本意匠とする関

連意匠の出願に補正された場合 

・先願Ａ及び先願Ｂは登録されます。 

・先願Ｂの登録査定が確定した場合には、後願Ｃ

は先願Ｂと類似するため意９条１項の規定に該当

し、意匠登録を受けることができません。この場

合、後願Ｃを意匠Ｂを本意匠とする関連意匠に補

正しても、意１０条１項の規定による救済を受け

ることができないため、意匠登録を受けることが

できません。 

 

②協議指令の結果、先願Ａが先願Ｂを本意匠とす

る関連意匠の出願に補正された場合 

・先願Ａ及び先願Ｂは登録されます。 

・先願Ｂの登録査定が確定した場合には、後願Ｃ

は先願Ｂと類似することから意９条１項の規定に

該当します。 
・後願Ｃが意匠Ｂを本意匠とする関連意匠の出願

に補正された場合には、後願Ｃは意１０条１項の

規定に該当し、登録されます。 
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（２）後の意匠登録出願に係る意匠が先の意匠登録出願に係る二以上の登録意匠と類

似している場合 

① 先願が本意匠と関連意匠の関係であった場合 

後願に対して本意匠のみを意匠法第９条第１項の拒絶理由として通知した後、

関連意匠に補正された場合は登録します。 

 

    

 
 

 

 

 

 

 

・先願Ａ及び先願Ｂの登録査定が確定した場合に

は、後願Ｃは先願Ａ及び先願Ｂと類似することか

ら、意９条１項の規定に該当します。（なお、先願

Ａのみを意９条１項の拒絶の理由として通知しま

す。） 

 

 

 

 

 

・後願Ｃが意匠Ａを本意匠とする関連意匠に補正

された場合は、後願Ｃは意１０条１項及び意１０

条４項の規定に該当し、登録されます。 
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② 先願がそれぞれ単独で登録になっている場合 

後願に対して、先願すべてを意匠法第９条第１項の拒絶理由として通知します。 

なお、先願のいずれか一を本意匠とした関連意匠と補正しても、他方の拒絶理

由は回避できないため、登録を受けることはできません。 

   

 

 
 

 

 

 

 

 

・先願Ａ及び先願Ｂの登録査定が確定した場合に

は、後願Ｃは先願Ａ及び先願Ｂと類似することか

ら意９条１項の規定に該当し、意匠登録を受ける

ことができません。 

 

 

 

 

 

・後願Ｃについて、いずれかの先願の意匠を本意

匠とする関連意匠の出願に補正しても、他方の先

願に対しては、意９条１項の規定に該当するため、

意匠登録を受けることができません。（当初から関

連意匠として出願している場合も同様です。） 
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第４部 その他の改正項目について 
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１．意匠権の存続期間の延長 

 
＜関連条文＞ 
 第二十一条 意匠権（関連意匠の意匠権を除く。）の存続期間は、設定の登録の日から二
十年をもつて終了する。 
２ 関連意匠の意匠権の存続期間は、その本意匠の意匠権の設定の登録の日から二十年を

もつて終了する。 
 
第四十二条 意匠権の設定の登録を受ける者又は意匠権者は、登録料として、第二十一条

に規定する存続期間の満了までの各年 
について、一件ごとに、次に掲げる金額を納付しなければならない。 
一 第一年から第三年まで      毎年八千五百円 
二 第四年から第十年まで    毎年一万六千九百円 
三 第十一年から第二十年まで  毎年三万三千八百円 
２～５ （略） 
 
改正の背景 

優れたデザインのロングライフ商品にみられるように、魅力あるデザインは、長期間に

わたり付加価値の源泉となっている場合があります。 

また、意匠権の存続期間満了年である15 年目における現存率は約16％であり、特許権の

15 年目における現存率（約4％）よりも高い数字となっています。 

このため、設定の登録の日から15 年と規定されている意匠権の存続期間について、より

長い期間の保護が必要ではないかとの指摘がありました。 

 

改正の概要 

（１）意匠権の存続期間の延長 

意匠権の存続期間について、現行の「登録日から15年」を「登録日から20 年」に延長し

ました。あわせて、関連意匠の存続期間についても本意匠の意匠権の登録の日から20 年に

延長しました。 

（２）存続期間の延長に伴う登録料の新設 

意匠権の存続期間が１５年から２０年に延長されることに伴い、第１６年から第２０年

までの登録料については、第１１年から第１５年までと同額の年間３万３千８百円としま

した。 
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２．秘密意匠制度の見直し 

 
＜関連条文＞ 

第十四条 （略） 
２ 前項の規定による請求をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した書面を意匠登

録出願と同時に、又は第四十二条第一項の規定による第一年分の登録料の納付と同時に特

許庁長官に提出しなければならない。 
一・二 （略） 
３・４ （略） 
 
改正の背景 

意匠の審査に要する期間は年々短期化しており、出願時の想定よりも審査が早く終了し、

意匠公報により意匠が公開されることで、商品の広告・販売戦略上支障が出る場合があり

ます。 

出願人が自己の公報の発行時期が適正か否かの判断に基づいて秘密意匠の請求を可能と

するためには、意匠登録出願の時だけではなく、当該出願に係る登録査定の送達時を経過

し、意匠公報の発行前のある時期までに請求を可能とする必要がありました。 

 

改正の概要 

出願意匠の秘密を請求できる時期的要件について、現行法において認められている出願

と同時にする場合に加えて、意匠登録の第１年分の登録料の納付時と同時にする場合も認

めることとしました。 
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３．意匠の類似の範囲の明確化 

 

 

＜関連条文＞ 

第二十四条 （略） 

２ 登録意匠とそれ以外の意匠が類似であるか否かの判断は、需要者の視覚を通じて起こ

させる美感に基づいて行うものとする。 

 

 

改正の背景 

意匠の新規性の判断は、最高裁判例上、一般需要者の視点から見た美感の類否を判断す

るものとされています。また、意匠の効力範囲についても、最高裁判例上、一般需要者に

対して登録意匠と類似の美感を生ぜしめる意匠に及ぶものとされています。しかし、実務

の一部においては、意匠の類似についてデザイナー等の当業者の視点から評価を行うもの

もあり、最高裁判例とは異なる判断手法をとるものが混在していることにより意匠の類否

判断が不明瞭なものとなっているとの指摘がありました。 

 

改正の概要 

意匠の類否判断は、意匠制度の根幹に係る意匠の登録要件や意匠権の効力範囲を司るも

のであることから、統一性をもって判断されることが望ましいと考えられます。したがっ

て、意匠の類否判断について明確化するために、意匠の類似について、最高裁判例等にお

いて説示されている取引者、需要者からみた意匠の美感の類否であることを規定しました。 

 

改正後の意匠審査の運用について 

今回の改正（意匠法第２４条第２項の新設）は、最高裁判例やこれまで蓄積された判例

に沿って、意匠の類似の判断は需要者から見た美感に基づいてなされることを確認的に規

定したものであり、従来からの意匠審査における意匠の類似の考え方や判断手法そのもの

について変更するものではありません。また、２つの意匠を対比して観察するのみならず、

先行意匠を参酌した上で総合的に美感の類否を判断するという手法にも変更はありません。 
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４．新規性喪失の例外規定の見直し 
 
＜関連条文＞ 
 
 
 
 
 
 
 

（意匠の新規性の喪失の例外）  
第四条  （略）  
３  前項の規定の適用を受けようとする者は、その旨を記載した書面を意匠登録出願と
同時に特許庁長官に提出し、かつ、第三条第一項第一号又は第二号に該当するに至つた

意匠が前項の規定の適用を受けることができる意匠であることを証明する書面を意匠登

録出願の日から三十日以内に特許庁長官に提出しなければならない。  

 
改正の背景 

意匠の新規性の例外規定の適用を受けるためには、意匠法第四条に規定する適用の要件

を満たす事実を証明する書面を提出する必要がありますが、日本国内又は外国において公

然知られた意匠になったことについて第三者からの証明を取得することに要する手間と時

間が負担となっており、出願の日から１４日以内としていた提出書面の準備期間が十分で

はないとの指摘がありました。 

 

改正の概要 

新規性喪失の例外規定の適用を受けるための証明書の提出期限を、出願の日から３０日

以内とすることにしました。 
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